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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第41期第１四半期
連結累計(会計)期間

第40期

会計期間
自　平成20年11月１日
至　平成21年１月31日

自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日

売上高(百万円) 8,789 66,416

経常損益（△は損失）(百万円) △ 1,328 3,378

四半期(当期)純損益(△は損失)(百万円) △ 1,547 2,697

純資産額(百万円) 5,086 7,541

総資産額(百万円) 46,612 50,030

１株当たり純資産額(円) △ 9.95 21.39

１株当たり四半期(当期)純損益金額(△は損失)(円) △ 28.80 43.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益金額(円)

─ 29.54

自己資本比率(％) 10.7 14.9

営業活動による
キャッシュ・フロー(百万円)

△ 6,874 8,679

投資活動による
キャッシュ・フロー(百万円)

△ 24 991

財務活動による
キャッシュ・フロー(百万円)

3,228 △ 9,871

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高(百万円) 1,732 5,493

従業員数(人) 1,692 1,742

(注)　１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３ 第41期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、四半期

純損失を計上しているため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、次の連結子会社を連結対象から除外いたしました。

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

銀河高原ビール㈱ 東京都中央区
百万円
110

その他事業 71.3資金貸付

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年１月31日現在

従業員数(人) 1,692〔512〕

 (注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年１月31日現在

従業員数(人) 1,294〔179〕

 (注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

住宅事業、ホテル事業及びその他事業のうちの不動産賃貸事業は、生産実績を定義することが困難であ

るため、その他事業（ビール）のみ生産実績を記載しております。

　当第１四半期連結会計期間における生産の実績は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの情報 生産高（kl）

その他事業（ビール） 322

　

(2) 受注実績

当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。

　当第１四半期連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。

部門別
前期繰越
工事高
(百万円)

当第１四半期
受注工事高
(百万円)

計
(百万円)

当第１四半期
完成工事高
(百万円)

次期繰越工事高
(百万円) 当第１四半期

施工高
(百万円)手持

工事高
うち施工高

建築部門 24,357 6,103 30,461 5,32925,13220.1％5,049 7,371

不動産部門 530 388 918 349 569 ─ ─ ─

計 24,888 6,492 31,380 5,67925,701─ ─ ─

 (注) １ 上記金額は全て販売価額により表示しております。

 ２ 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、当第１四半期受注工事

高にその増減額を含んでおります。従って当第１四半期完成工事高にも、かかる増減額が含まれております。

 ３ 次期繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。

 ４ 当第１四半期施工高は(当第１四半期完成工事高＋次期繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致いたします。

 ５ 建築部門の完成工事高は、通常の営業形態として、季節的変動要因により、第１四半期連結会計期間の完成工

事高は低水準となり、第４四半期連結会計期間の完成工事高は高水準となる傾向にあります。

 ６ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

住宅事業 6,394

ホテル事業 2,157

その他事業 237

計 8,789

(注) １　総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機の影響による急激な円高や株価の

下落などを背景に、企業業績の大幅な悪化や設備投資の抑制、輸出の低迷など、景気後退が一段と鮮明に

なってまいりました。

住宅業界におきましても、経済情勢の低迷に伴う雇用・所得環境の悪化などにより住宅購入マインドは

低下し、住宅市場は厳しい環境で推移いたしました。

こうした厳しい経営環境の中、当社グループは経営資源を主力事業に集中し、お客様満足度向上に注力し

た経営を柱に、お客様ニーズの多様化に即した商品開発を行うとともに、営業力・提案力を強化するための

社内研修・訓練などの人材育成に取組んでまいりました。また、収益力改善を図るため、原価低減、経費削減

を積極的に推し進めてまいりました。

以上の結果、売上高は87億89百万円、営業損失10億99百万円、経常損失13億28百万円、四半期純損失15億47

百万円となりました。

なお、当社グループの売上高は、主力事業である住宅事業において、季節的変動要因により第１四半期の

完成工事高が低水準となるため、当第１四半期連結会計期間において四半期純損失を計上しております。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

＜住宅事業＞

住宅事業におきましては、平成20年度を初年度とした「新未来３ヵ年計画」の推進を継続し、お客様満足

経営に努めてまいりました。また、４事業部体制の基盤を構築するために、人材の育成ならびに組織力の強

化を図ってまいりました。

以上の結果、住宅事業の売上高は63億94百万円となり、営業損失は11億11百万円となりました。

　

＜ホテル事業＞

ホテル事業におきましては、企業業績の悪化や個人消費の落ち込みにより、団体利用、個人利用ともに前

年同月を下回る状況が続いております。このような状況下、企画商品の開発による営業の強化、真心のこ

もったおもてなしの徹底、ならびにいっそうのコスト削減に努めました。

以上の結果、ホテル事業の売上高は21億57百万円となり、営業利益は２億36百万円となりました。

　

＜その他事業＞

その他事業におきましては、前連結会計年度末より、ビール事業を営む東日本沢内総合開発株式会社を連

結対象としたため、売上高が大幅に増加しております。

以上の結果、その他事業の売上高は２億37百万円となり、営業損失は11百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会

計年度末と比較して37億61百万円減少し17億32百万円となりました。営業活動により68億74百万円の資金

を、投資活動により24百万円の資金をそれぞれ使用し、財務活動により32億28百万円の資金を調達しており

ます。なお、連結子会社であった銀河高原ビール株式会社を、当第１四半期連結会計期間末に連結対象から

除外したことに伴い、90百万円の資金が減少しております。当第１四半期連結会計期間における各キャッ

シュ・フローの状況は、次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は、68億74百万円となりました。その主たる要因は、税金等調整前四半期純損

失14億28百万円の計上及び仕入債務の減少49億２百万円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、24百万円となりました。その主たる要因は、定期預金の払戻しによる収入

２億40百万円及び、固定資産の取得による支出２億88百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、32億28百万円となりました。その主たる要因は、短期借入金の純増加額51

億円及び長期借入金の純減少額10億66百万円によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループの主力事業である住宅業界においては、住宅ローン減税の規模拡大による効果は期待され

るものの、当面の間、雇用・所得環境の改善は見込み難く、厳しい状況が続くものと思われます。

この経営環境の中、当社グループでは、高品質を維持しながらコストダウンを図った、価格競争力のある

商品の開発を推進しております。併せて、社内研修及び訓練により、営業力ならびに提案力を強化し、お客様

満足の向上と地域密着型営業展開に努めてまいります。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、０百万円であります。なお、こ

の金額は外部に委託した試験費用のみであり、研究開発部門における人件費及び諸経費等は含まれており

ません。また、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 93,821,000

Ａ種優先株式 10,000,000

Ｂ種優先株式 4,000,000

計 107,821,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年３月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,964,842同左
ジャスダック
証券取引所

　　　(注)２

Ａ種優先株式 10,000,000同左 非上場 　　　(注)３、４

Ｂ種優先株式 3,500,000同左 非上場 　　　(注)１、３、４

計 59,464,842同左 ― ―

(注) １　平成20年12月26日開催の取締役会において、Ｂ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し、

平成21年１月30日に実施いたしました。

２　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株であります。

３　Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の単元株式数は1,000株であります。Ａ種優先株式及びＢ種優先株式について

は、会社法第322条第２項による規定を定款に定めておりません。また、議決権を有しないＡ種優先株式及びＢ

種優先株式は、資金調達の多様化及び資本の増強を図ることを目的として発行しております。

４　Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

　

　Ａ種優先株式の内容

　
(１)　剰余金の配当

　　　当会社は、定款第59条第１項に定める期末配当および同条第２項に定める剰余金の配当につき、Ａ種優先株式

　　を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)およびＡ種優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録株式質

　　権者」という。)に対して、普通株主および普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)へ

    の配当と同額の配当を行う。

(２)　中間配当

　　　当会社は、定款第60条に定める中間配当を行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、

　　普通株主または普通登録株式質権者への配当と同額の中間配当を行う。

(３)　残余財産の分配

　　　当会社は、当会社の解散に際して残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に

　　対して、Ａ種優先株式１株当たり200円を普通株主または普通登録株式質権者に先立って支払い、普通株式１株当

　　たりの残余財産分配額が200円を超える場合、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株式と同

　　額になるまでの残余財産分配額をさらに支払う。

(４)　議決権

　　　Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。

(５)　買入

　　　当会社は、すべてのＢ種優先株式が当会社に取得された場合に限り、いつでもＡ種優先株式の全部または一部

　　を買入れることができる。この買入価額は、Ａ種優先株式１株当たり、当会社の取締役会が買入れを決定した日
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　　に先立つ60取引日の株式会社ジャスダック証券取引所(当会社が株式会社東京証券取引所に上場した場合には株式

　　会社東京証券取引所を指すものとし、以下「株式会社ジャスダック証券取引所等」という。)における当会社の普

　　通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値（終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで

　　算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。ただし、上記平均値が200円を下回る場合は、買入価額は、

　　Ａ種優先株式１株当たり200円とする。

(６)　取得請求権

　①Ａ種優先株主は、平成20年11月１日以降、すべてのＢ種優先株式が当会社に取得された場合に限り、毎事業年度

　　においていつでも、Ａ種優先株式の全部または一部を、Ａ種優先株式１株につき下記②で定める金額(以下「Ａ種

　　優先株式償還請求対価」という。)を対価として取得することを当会社に請求すること(以下「Ａ種優先株式償還

　　請求」という。)ができる。かかるＡ種優先株式償還請求に基づく取得は、法令の定める範囲内で、かつ、当該取

　　得日の直前に開催された定時株主総会終結日の最終における当会社の分配可能額の２分の１相当額から、当該定

　　時株主総会終結日の翌日(同日を含む。)から取得日(同日を含む。)までの期間中にＡ種優先株式の取得を既に行

　　ったかまたは行う決定を行った分の価額および当該期間中に行われた当会社の株式(種類の如何を問わない。)に

　　かかる剰余金分配金額の合計額を控除した金額を限度とする。

　②「Ａ種優先株式償還請求対価」は、Ａ種優先株式償還請求のあった日に先立つ60取引日の株式会社ジャスダック

　　証券取引所等における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を

　　除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)とする。

(７)　普通株式への取得請求権

　　　Ａ種優先株主は、下記の条件によりその有するＡ種優先株式の当会社の普通株式への転換(取得と引換えに当会

　　社の普通株式を交付することをいう。以下同じ。)を請求することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　①転換請求期間　　　　　平成19年11月１日から平成27年10月30日まで

    ②当初転換価額　　　　　200円とする。

    ③転換価額の調整

　　（ⅰ）当会社がＡ種優先株式を発行後、次の(ア)から(ウ)のいずれかに該当する場合には、転換価額は、下記の

　　　　　算式（以下「転換価額調整式」という。）により調整される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　

新規発行普通株式数×

既発行普通株式数＋
１株当たりの払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数

　　　　　　　　転換後の調整価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

　(ア)　転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合

　(イ)　株式分割により普通株式を発行する場合

　(ウ)　転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式または転

　　　　換価額調整式で使用する時価を下回る価額の払込をもって普通株式の発行を請求できる新株予約権ま

　　　　たは新株予約権付社債を発行する場合

　　（ⅱ）合併、会社分割、株式交換、株式移転、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要

　　　　　とする場合には、（ⅰ）に準じて適宜調整される。

　　（ⅲ）転換価額調整式で使用する時価は、上記（ⅰ）(ア)、(イ)、(ウ)の行為を行うことにつき当会社の取締役

　　　　　会の決定がなされた日に先立つ60取引日の株式会社ジャスダック証券取引所等における当会社の普通株式

　　　　　の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。円位未満小数第２位ま

　　　　　で算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

　　（ⅳ）転換の効力発生日に先立つ60取引日の株式会社ジャスダック証券取引所等における当会社の普通株式の普

　　　　　通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算

　　　　　出し、その小数第２位を四捨五入する。）が②記載の当初転換価額または、上記（ⅰ）ないし（ⅲ）によ

　　　　　り算出された転換価額を下回る場合、当該平均値を転換価額とする。ただし、当該転換価額は60円を下回

　　　　　らないものとする。

　  ④転換により発行すべき普通株式数　Ａ種優先株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数はＡ種優先株主

　　　が転換請求のために提出したＡ種優先株式の発行価額の総額を転換価額で除した数とする。普通株式の数の算

　　　出に当たって１株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に従う。

    ⑤転換の効力発生　転換の効力は、転換請求書およびＡ種優先株式の株券が当会社または当会社の指定する者に

　　　到着した日に発生する。
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(８)　一斉取得条項

　　　当会社は、転換請求期間の末日の翌日(以下「Ａ種優先株式一斉転換基準日」という。)に残存するＡ種優先株

　　式(なお、Ａ種優先株式一斉転換基準日の前日までに、Ａ種優先株式償還請求が行われたＡ種優先株式を除く。)

　　を、同日の翌営業日以降の日で別途取締役会の定める日をもってすべて取得するものとする。当会社は、Ａ種優

　　先株式と引換えに、Ａ種優先株式の発行価額の総額をＡ種優先株式１株当たり、転換請求期間の最終日に適用の

　　あった転換価額で除して得られる数の普通株式を交付する。普通株式の数の算出に当たって１株未満の端数が生

　　じた場合には、会社法第234条に従う。

(９)　株式の分割または併合、募集株式の割当を受ける権利等

　　　当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式についての株式の分割または併合を行わない。当会社は、

　　Ａ種優先株主に対しては、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当て

　　または新株予約権無償割当ては行わない。

 

　

　Ｂ種優先株式の内容

　
(１)　剰余金の配当

　　　　当会社は、Ｂ種優先株式を有する株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)およびＢ種優先株式の登録株式質権

　　　者(以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。)に対して、次に定める額の期末配当金(以下「Ｂ種優先配当金」

　　　という。)を金銭にて支払う。ただし、当該期末配当の基準日の属する事業年度において、下記④に定める中

　　　間配当金(以下「Ｂ種優先中間配当金」という。)を支払ったときは、当該Ｂ種優先中間配当金を控除した額と

　　　する。

　　①Ｂ種優先配当金

　　　当会社が定款第59条第１項に定める期末配当を行うときは、普通株主または普通登録株式質権者およびＡ種優

　　　先株主またはＡ種優先登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、その払込金額に、当該期末配当の

　　　基準日の属する事業年度における以下に定める配当年率(以下「Ｂ種優先株式配当年率」という。)を乗じて算

　　　出した額(ただし、平成19年10月31日を基準日とするＢ種優先配当金については、この額に、払込期日(同日を

　　　含む。)から平成19年10月31日(同日を含む。)までの期間につき１年365日として日割計算により算出される金

　　　額)(円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。)を支払う。

　　　「Ｂ種優先株式配当年率」は、各事業年度について、次の算式により計算される年率とする。

　　　・平成19年10月31日に終了する事業年度から平成21年10月31日に終了する事業年度の配当年率：7.00％

　　　・平成22年10月31日に終了する事業年度から平成24年10月31日に終了する事業年度の配当年率：8.00％

　　　・平成25年10月31日に終了する事業年度およびこれ以降の各事業年度の配当年率：9.00％

　　②累積条項

　　　ある事業年度に属する日を基準日とする剰余金の配当において、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者

　　　に対して支払う剰余金の配当の額がＢ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累

　　　積し、累積したＢ種未払配当金(以下「Ｂ種累積未払配当金」という。)については、当該翌事業年度以降に属

　　　する日を基準日とする剰余金の配当に際して、Ｂ種優先配当金、普通株主または普通登録株式質権者およびＡ

　　　種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立って、Ｂ種累積未払配当金をＢ種優先

　　　株主またはＢ種優先登録株式質権者に対して支払う。

　　③非参加条項

　　　Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当をしな

　　　い。

　　④Ｂ種優先中間配当金

　　　当会社が定款第60条に定める中間配当を行うときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し、普

　　　通株主または普通登録株式質権者およびＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式

　　　１株につき当該中間配当の基準日の属する事業年度に適用のあるＢ種優先株式配当年率を基準として算定した

　　　Ｂ種優先配当金の額の２分の１に相当する金額を優先中間配当金として支払う。

(２)　残余財産の分配

　　　　当会社は、当会社の解散に際して残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者

　　　に対して、Ｂ種優先株式１株当たり1,000円(以下「Ｂ種残余財産分配額」という。)に残余財産分配の日までの

　　　累積未払配当相当額を加算した金額を、普通株主または普通登録株式質権者およびＡ種優先株主またはＡ種優

　　　先登録株式質権者に先立って、支払う。

(３)　議決権

　　　　Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。ただし、Ｂ

　　　種優先株主は、３事業年度連続してＢ種優先配当金を支払う旨の議案が定時株主総会に提出されない場合また

　　　はその議案が否決された場合、当該３事業年度のうち最終事業年度に関する定時株主総会の終結のときよりＢ

　　　種累積未払配当金相当額を含めたＢ種優先配当金の全部の支払いを受ける旨の剰余金処分議案決議がなされる

　　　ときまで、株主総会における議決権を有する。
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(４)　取得請求権

    ①Ｂ種優先株主は、払込期日の翌日以降、下記(６)に定める一斉転換基準日の前日(同日を含む。)までいつでも

　　　、Ｂ種優先株式の全部または一部を、Ｂ種優先株式１株につき下記②に定める金額(以下「Ｂ種優先株式償還請

　　　求対価」という。)の金銭を対価として取得することを当会社に請求すること(以下「Ｂ種優先株式償還請求」

　　　という。)ができる。かかるＢ種優先株式償還請求に基づく取得は、法令の定める範囲内で、かつ、当該取得日

　　　の直前に開催された定時株主総会終結日の最終における当会社の分配可能額の２分の１相当額から、当該定時

　　　株主総会終結日の翌日(同日を含む。)から取得日(同日を含む。)までの期間中にＢ種優先株式の取得を既に行

　　　ったかまたは行う決定を行った分の価額および当該期間中に行われた当会社の株式(種類の如何を問わない。)

　　　にかかる剰余金分配金額の合計額を控除した金額を限度とする。

　　②「Ｂ種優先株式償還請求対価」は、Ｂ種優先株式１株当たり、(ⅰ)Ｂ種残余財産分配額、(ⅱ)累積未払配当金

　　　相当額、および(ⅲ)払込金額相当額に取得日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日(同日を

　　　含む。)から取得日の前日(同日を含む。)までの期間に対して対応する事業年度に適用されるＢ種優先株式配当

　　　年率の利率で計算される金額(かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出し

　　　た額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)の和とする。

(５)　随時取得条項

　　①当会社は、Ｂ種優先株式の全部または一部を、払込期日の翌日以降、下記(６)に定めるＢ種優先株式一斉転換

　　　基準日の前日(同日を含む。)までいつでも、当会社の取締役会決議に基づき、Ｂ種優先株式１株につき、下記

　　　②に定める金額(以下「Ｂ種優先株式随時取得対価」という。)の金銭を支払うことと引換えに、Ｂ種優先株主

　　　またはＢ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、取得することができる。一部を取得するときは、按分比

　　　例の方法により行う。

　　②「Ｂ種優先株式随時取得対価」は、Ｂ種優先株式１株当たり、(ⅰ)Ｂ種残余財産分配額、(ⅱ)払込金額相当額

　　　に払込期日(同日を含む。)から取得日の前日(同日を含む。)までの期間に対して下記③に定める随時取得金額

　　　算定利率の利率で計算される金額(１事業年度に満たない期間についてはかかる期間の実日数を分子とし365を

　　　分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

　　　五入する。)、(ⅲ)累積未払配当金相当額、および(ⅳ)払込金額相当額に取得日の直前に開催された定時株主総

　　　会が属する事業年度の初日(同日を含む。)から取得日の前日(同日を含む。)までの期間に対して対応する事業

　　　年度に適用されるＢ種優先株式配当年率の利率で計算される金額(かかる期間の実日数を分子とし365を分母と

　　　する分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

　　　る。)の和とする。

　　③「随時取得金額算定利率」は、払込期日から４年後の応当日以降に終了する事業年度の末日まで年率2.00％、

　　　かかる事業年度の末日の翌日以降は年率3.00％とする。

(６)　一斉取得条項

　　　　当会社は、払込期日から７年後の応当日(以下「Ｂ種優先株式一斉転換基準日」という。)に残存するＢ種優

　　　先株式(なお、Ｂ種優先株式一斉転換基準日の前日までに、Ｂ種優先株式償還請求が行われたＢ種優先株式また

　　　は上記(５)に定める取得条項に基づく取得が行われたＢ種優先株式を除く。)を、Ｂ種優先株式一斉転換基準日

      の翌営業日以降の日で別途取締役会で定める日をもってすべて取得するものとする。当会社は、Ｂ種優先株式

　　　の取得と引換えに、Ｂ種優先株式１株当たり、(ⅰ)Ｂ種残余財産分配額、(ⅱ)累積未払配当金相当額、および

　　　(ⅲ)払込金額相当額にＢ種優先株式一斉転換基準日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日

　　　(同日を含む。)からＢ種優先株式一斉転換基準日の前日(同日を含む。)までの期間に対して対応する事業年度

　　　に適用されるＢ種優先株式配当年率の利率で計算される金額(かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする

　　　分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)

　　　の和を、Ｂ種優先株式一斉転換基準日に先立つ45取引日に始まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所

　　　等における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)

　　　の90％(ただし、当該価格が算定でききない場合は、当会社とＢ種優先株主が別途合意する第三者機関の算定

　　　する時価の90％とする。なお、第三者機関の指名に関する協議開始後30日以内に合意に達しない場合は、当会

　　　社とＢ種優先株主がそれぞれ指名した第三者機関の算定する時価の平均値の90％とする。)(以下「一斉転換価

　　　額」という。)で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値および一斉転換価額の計算は、円

　　　位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。普通株式の数の算出に当たって１株未満の端

　　　数が生じた場合には、会社法第234条に従う。

(７)　株式の分割または併合、募集株式の割当を受ける権利等

　　　　当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式についての株式の分割または併合を行わない。当会社は

　　　、Ｂ種優先株主に対しては、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割

　　　当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

(８)　優先順位

　　①Ａ種優先株式にかかる残余財産の分配の順位は、普通株式に優先し、Ｂ種優先株式にかかる優先配当金の支

　　　払いおよび残余財産の分配の順位は、Ａ種優先株式および普通株式に優先する。

　　②すべてのＢ種優先株式が当会社に取得されるまでの間は、すべてのＢ種優先株主の書面による事前の承諾があ

　　　る場合を除き、当会社はＡ種優先株式を株主との合意により有償で取得せず、またＡ種優先株主はＡ種優先株

　　　式償還請求できない。すべてのＡ種優先株式およびＢ種優先株式が当会社に取得されるまでの間は、すべての

　　　Ａ種優先株主およびＢ種優先株主の書面による事前の承諾がある場合を除き、当会社は普通株式を株主との合

　　　意により有償で取得しない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年11月１日～
平成21年１月31日(注)

△ 500,00059,464,842 ― 3,873 ― ―

(注)　平成20年12月26日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを決議し、平成

21年１月30日に実施いたしました。

　

(5) 【大株主の状況】

①普通株式

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

②Ａ種優先株式

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

③Ｂ種優先株式

平成20年12月26日開催の取締役会においてＢ種優先株式の一部500,000株を取得及び消却することを

決議し、平成21年１月30日に実施いたしました。

　消却実施後の大株主の状況は以下のとおりであります。

平成21年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＭＨメザニン投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 3,500 100.00

計 ─ 3,500 100.00
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年10月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

Ａ種優先株式
10,000,000

― ―

Ｂ種優先株式
4,000,000

― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
82,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

45,611,000
45,603 ―

単元未満株式
 普通株式

271,842
― ―

発行済株式総数 59,964,842― ―

総株主の議決権 ― 45,603 ―

(注) １　単元未満株式には、当社所有の自己株式322株が含まれております。

２　完全議決権株式(その他)の欄には、証券保管振替機構名義の株式8,000株(議決権０個)が含まれております。

３　Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及び完全議決権株式の内容は、１「株式等の状況」（１）株式の総数等

②　発行済株式の注記に記載しております。

② 【自己株式等】
平成21年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東日本ハウス㈱

盛岡市長田町２番20号 82,000 ─ 82,000 0.1

計 ― 82,000 ─ 82,000 0.1

　

２ 【株価の推移】

①　普通株式

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年11月 12月 平成21年１月

最高(円) 118 129 126

最低(円) 96 105 94

(注)　ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

②　Ａ種優先株式

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。

③　Ｂ種優先株式

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　なお、第１四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年１月31日まで）から、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年11月１

日から平成21年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを

受けております。

　

EDINET提出書類

東日本ハウス株式会社(E00197)

四半期報告書

14/25



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,260 ※１
 6,222

受取手形・完成工事未収入金等 849 1,893

未成工事支出金 3,953 2,387

その他のたな卸資産 ※１
 4,218 4,103

繰延税金資産 1,316 1,326

その他 763 789

貸倒引当金 △63 △98

流動資産合計 13,299 16,625

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 42,195 ※１
 42,177

機械、運搬具及び工具器具備品 6,195 ※１
 6,176

リース資産 80 －

土地 11,406 ※１
 11,406

建設仮勘定 448 308

減価償却累計額及び減損損失累計額 △29,925 △29,616

有形固定資産計 30,400 30,451

無形固定資産 822 834

投資その他の資産

投資有価証券 142 ※１
 149

長期貸付金 1,508 1,591

繰延税金資産 25 24

破産更生債権等 3,055 3,055

その他 1,750 1,765

貸倒引当金 △4,393 △4,469

投資その他の資産計 2,089 2,118

固定資産合計 33,312 33,405

資産合計 46,612 50,030
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,564 8,445

短期借入金 5,485 ※１
 385

1年内償還予定の社債 600 600

1年内返済予定の長期借入金 2,447 ※１
 2,273

未払法人税等 93 337

未成工事受入金 4,797 3,761

完成工事補償引当金 286 284

賞与引当金 242 527

その他 1,915 ※１
 2,612

流動負債合計 19,432 19,228

固定負債

長期借入金 18,720 ※１
 19,961

繰延税金負債 1 1

退職給付引当金 1,661 1,670

役員退職慰労引当金 480 488

その他 1,228 1,139

固定負債合計 22,093 23,260

負債合計 41,526 42,488

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金 972 1,501

利益剰余金 170 2,109

自己株式 △17 △17

株主資本合計 4,998 7,467

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7 7

少数株主持分 80 66

純資産合計 5,086 7,541

負債純資産合計 46,612 50,030
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年１月31日)

売上高 ※１
 8,789

売上原価 5,778

売上総利益 3,011

販売費及び一般管理費 ※２
 4,111

営業損失（△） △1,099

営業外収益

受取利息 3

その他 24

営業外収益合計 28

営業外費用

支払利息 217

持分法による投資損失 1

その他 38

営業外費用合計 257

経常損失（△） △1,328

特別利益

固定資産売却益 0

特別利益合計 0

特別損失

販売用不動産評価損 95

その他 5

特別損失合計 100

税金等調整前四半期純損失（△） △1,428

法人税、住民税及び事業税 95

法人税等調整額 9

法人税等合計 104

少数株主利益 14

四半期純損失（△） △1,547
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年11月１日
　至 平成21年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,428

減価償却費 316

貸倒引当金の増減額（△は減少） △110

賞与引当金の増減額（△は減少） △285

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7

受取利息及び受取配当金 △4

支払利息 217

持分法による投資損益（△は益） 1

固定資産除売却損益（△は益） 4

売上債権の増減額（△は増加） 1,049

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,578

たな卸資産の増減額（△は増加） △115

仕入債務の増減額（△は減少） △4,902

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,035

その他 △526

小計 △6,342

利息及び配当金の受取額 6

利息の支払額 △206

法人税等の支払額 △332

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,874

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 240

有形及び無形固定資産の取得による支出 △288

有形及び無形固定資産の売却による収入 0

投資有価証券の売却による収入 18

貸付けによる支出 △0

貸付金の回収による収入 3

その他 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △24

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,100

長期借入れによる収入 150

長期借入金の返済による支出 △1,216

セールアンドリースバックによる収入 80

リース債務の返済による支出 △5

配当金の支払額 △351

自己株式の取得による支出 △529

自己株式の売却による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,228

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,671

現金及び現金同等物の期首残高 5,493

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △90

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,732
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

１　連結の範囲に関する

　事項

(１)連結の範囲の変更

銀河高原ビール㈱については、特別清算手続き終結の決定により当第１四半期

連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

(２)変更後の連結子会社数

６社

 

２　会計処理基準に関す

　る事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　　たな卸資産

たな卸資産については、従来、主として個別法による原価法もしくは最終仕入原

価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第9号）が適用されたことに伴い、主として個別

法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）もしくは最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定しております。

　これにより、当第１四半期連結累計期間の売上総利益は31百万円減少、営業損失、

経常損失はそれぞれ31百万円増加、税金等調整前四半期純損失は1億6百万円増加

しております。

 

(２)リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期適用し、通常の

売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。ただし、リース取引開始

日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計基準を適用しております。

なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

  貸倒見積高を算定する方法 　一般債権の貸倒実績高の算定については、前連結会計年度末に算定した値と著しい

変化がないと認められるため、前連結会計年度において算定した貸倒実績率に基づき

計上しております。

　固定資産の減価償却費の

　算定方法

　定率法による減価償却費の方法を採用している固定資産の減価償却費については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間接分して計上しております。

　法人税等並びに繰延税金

　資産及び繰延税金負債の

　算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降において業績

及び一時差異の発生に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において

使用した将来の業績予測に基づいております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、当第１四半期連結会計期間より、平成20年

度の法人税法の改正を契機として見直しを行っております。

　これによる損益及びセグメントに与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年１月31日)

前連結会計年度末
(平成20年10月31日)

※１　担保資産

　担保に供されている資産で、事業の運営において

重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められたものは、次のとお

りであります。

その他のたな卸資産 2,174百万円

※１　このうち次のとおり借入金等の担保に供しており

ます。

現金預金 390百万円

建物・構築物 15,911

機械・運搬具・備品 185

土地 10,387

投資有価証券 22

計 26,896

担保提供資産に対応する債務

短期借入金 280百万円

一年内返済予定の長期借入金 2,190

長期借入金 19,652

その他流動負債 52

計 22,175

　２　保証債務

　下記の住宅購入者その他に対する金融機関の融

資等について保証を行っております。

住宅購入者等 1,600百万円

その他 3

　連結子会社以外の関係会社

東日本テック㈱ 5百万円

その他 0

計 1,609

　なお住宅購入者等に係る保証の大半は、保証会社

が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証で

あります。

　２　保証債務

　下記の住宅購入者その他に対する金融機関の融

資等について保証を行っております。

住宅購入者等 2,640百万円

その他 3

　連結子会社以外の関係会社

東日本テック㈱ 6百万円

その他 0

計 2,650

　なお住宅購入者等に係る保証の大半は、保証会社

が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証で

あります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日 
 至　平成21年１月31日)

※１　当社グループは、通常の営業形態として、季節的変

動要因により、第１四半期連結会計期間の完成工

事高は低水準となり、第４四半期連結会計期間の

完成工事高は高水準となる傾向にあります。 

※２　販管費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

す。

従業員給料手当 1,424百万円

賞与引当金繰入額 157

役員退職慰労引当金繰入額 33
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日 
  至　平成21年１月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年１月31日現在)

現金預金勘定 2,260百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 97

担保差入定期預金 △ 390

別段預金 △ 40

現金及び現金同等物 1,732
 
　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年１月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成20年11月１日　

至　平成21年１月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 45,964,842

Ａ種優先株式(株) 10,000,000

Ｂ種優先株式(株) 3,500,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 86,322

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年１月29日
定時株主総会

普通株式 91 2平成20年10月31日 平成21年１月30日 利益剰余金

平成21年１月29日
定時株主総会

Ａ種優先株式 20 2平成20年10月31日 平成21年１月30日 利益剰余金

平成21年１月29日
定時株主総会

Ｂ種優先株式 280 70平成20年10月31日 平成21年１月30日 利益剰余金

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効
力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

・Ｂ種優先株式の取得及び消却

平成20年12月26日開催の取締役会において、Ｂ種優先株式の一部を取得（随時取得条項付株式を取得
することの引換えに、金銭を交付することをいう。以下同じ）及び消却することを決議し、以下のとおり
実行いたしました。
① 取得及び消却した株式の数 　　　　500,000株
② 取得及び消却した株式の総額 　　528,600千円
③ 取得及び消却した日　　　  平成21年１月30日
④ 消却後の発行済株式数　　　　　 3,500,000株
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

住宅事業
（百万円）

ホテル事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

6,394 2,157 237 8,789 ─ 8,789

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

─ 0 ─ 0 (0) ─

計 6,394 2,157 237 8,790 (0) 8,789

営業利益又は営業損失(△) △ 1,111 236 △ 11 △ 886 (212)△ 1,099

(注)　　 事業区分の方法

事業区分は事業の種類、販売市場等を考慮して決定しており、事業区分毎の主な内容は次のとおりでありま

す。

住宅事業 一般住宅、集合住宅の請負建築工事、建売住宅、住宅用宅地の販売、住宅部材
の製造販売、不動産売買等

ホテル事業 ホテル業、レストランの経営、披露宴・パーティー等の請負に関する事業

その他事業 オフィスビルの賃貸等、ビールの製造・販売、他

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年11月１日　至　平成21年１月31日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年１月31日)

前連結会計年度末
(平成20年10月31日)

１株当たり純資産額 △ 9円95銭１株当たり純資産額 21円39銭

　

２　１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日 
  至　平成21年１月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △ 28円80銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、四半期純損失を計上しているため記載しておりませ
ん。

　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年11月１日 
 至　平成21年１月31日)

四半期純損失（△）(百万円) △ 1,547

普通株式及び普通株主と同等の株主に
帰属しない金額(百万円)（注）

61

普通株主及び普通株式と同等の株式に
係る四半期純損失（△）（百万円）

△ 1,609

普通株式及び普通株式と同等の株式の
期中平均株式数の種類別の内訳

　　　　普通株式　　　　（株） 45,880,426

　　　　Ａ種優先株式　　（株） 10,000,000

普通株式及び普通株式と同等の株式の
期中平均株式数（株）

55,880,426

 （注） Ｂ種優先株式に係る累積未払配当金額であります。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年３月16日

東日本ハウス株式会社

取締役会　御中

　

優成監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　加　藤　善　孝　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　須　永　真　樹　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　宮　崎　　　哲　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東日

本ハウス株式会社の平成20年11月１日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

（平成20年11月１日から平成21年１月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平成

21年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載の通り、会社は第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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